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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第17期

第３四半期連結
累計期間 

第18期
第３四半期連結

累計期間 

第17期
第３四半期連結

会計期間 

第18期 
第３四半期連結 

会計期間 
第17期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  17,499,980  12,542,534  2,834,899  3,060,398  30,316,945

経常損失（△）（千円）  △1,526,444  △857,482  △1,422,848  △176,119  △742,346

四半期（当期）純損失（△） 

（千円） 
 △1,159,503  △520,545  △915,660  △110,140  △975,757

純資産額（千円） － －  25,287,728  24,490,229  25,465,400

総資産額（千円） － －  50,173,154  50,519,710  59,720,361

１株当たり純資産額（円） － －  1,638.57  1,586.95  1,650.10

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 
 △75.13  △33.73  △59.33  △7.14  △63.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  50.4  48.5  42.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △11,507,580  △12,322,771 － －  650,509

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 787,719  △614,257 － －  914,490

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 2,576,436  2,775,183 － －  1,444,051

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  7,464,463  8,455,094  18,616,939

従業員数（人） － －  257  203  235

－1－



当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

     （注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む）であります。 

  

(2）提出会社の状況 

     （注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 203      

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 168      

－2－



(1）セグメント別販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売（不動産販売事業においては引渡）実績を事業の種類別セグメントごとに示す

と、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販

売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）不動産販売事業における販売（引渡）実績 

 不動産販売事業の販売（引渡）実績は次のとおりであります。 

  

(3）不動産販売事業における契約実績 

 不動産販売事業の契約実績は次のとおりであります。 

第２【事業の状況】

１【販売及び契約の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

  
前年同四半期比（％）  

  

不動産販売事業（千円）  2,465,528  100.04

その他の事業（千円）  594,870  160.58

合計（千円）  3,060,398  107.95

相手先 

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ニチモ株式会社  972,267  34.3  －  －

区分 

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

物件名 引渡戸数 金額（千円） 物件名 引渡戸数 金額（千円）

中高層住宅 

エスリード大和八木第２  51  972,267 エスリード芝浦ベイサイド  38  880,411

エスリード帝塚山  5  308,289 エスリード西宮北口第２  43  675,482

エスリード高田駅前  8  218,759 エスリード芦屋陽光町  8  256,320

その他  57  913,807 その他  38  644,043

小計   121  2,413,123 小計   127  2,456,257

中古マンション  3  51,325 中古マンション  1  9,270

   合計  124  2,464,448  合計  128  2,465,528

区分 

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

期中契約高 期末契約残高 期中契約高  期末契約残高 

戸数 金額（千円） 戸数 金額（千円） 戸数 金額（千円） 戸数 金額（千円）

中高層住宅  175  4,799,439  748  13,028,996  179  4,520,235  234  5,832,987

オフィスビル   －  － 棟3  13,473,665 －  －  －  －

計  －  4,799,439  －  26,502,662  －  4,520,235  －  5,832,987

－3－



 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 (1）業績の状況 

   当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日～平成21年12月31日）におけるわが国経済は、輸出や生産など

が持ち直し、内外における各種対策の効果などから、景気や個人消費も持ち直しの動きが続いているとされなが

らも、雇用情勢は依然として厳しく、デフレ懸念が表面化するなど依然として厳しい状況のなかで推移しまし

た。 

     当社グループの属する不動産業界におきましては、国際的な金融危機に端を発した急激な景気減速から企業業

績悪化による設備投資の減少、雇用環境の悪化、所得の低迷に起因する個人消費の落ち込み等により、当社グル

ープを取り巻く経営環境は厳しい事業環境のなかで推移してまいりました。 

     このような状況のもと、当第３四半期連結会計期間におきましては、地価・建築費の高騰により事業の収益性

が悪化する一方で、平成20年後半からの急激な景気悪化及び将来不安に伴う購入者の購入意欲の冷え込みにより

買い控え傾向が依然として続いたことから、販売期間が長期化するなど、期初予想以上に市況が悪化したことに

より、誠に遺憾ながら、連結売上高は30億60百万円（前年同期比8.0％増）、連結営業損失は42百万円（前年同期

は連結営業損失13億４百万円）、連結経常損失は１億76百万円（前年同期は連結経常損失14億22百万円）、連結

四半期純損失は１億10百万円（前年同期は連結四半期純損失９億15百万円）となりました。 

     なお、当社グループの主力事業であります不動産販売事業においては、引渡基準を採用しており、マンション

の売買契約成立時ではなく、マンションの顧客への引渡をもって売上が計上されます。例年、マンションの引渡

時期が特定の四半期に偏重する傾向があり、各四半期の売上高及び利益水準は著しく相違する傾向にあります。 

    事業の種類別セグメント業績は次のとおりであります。 

 不動産販売事業におきましては、売上高は前年同期とほぼ同額の24億65百万円、営業損失は１億49百万円（前

年同期は営業損失13億56百万円）となりました。 

 その他の事業におきましては、売上高は５億94百万円（前年同期比60.6％増）、営業利益は１億２百万円（前

年同期比99.7％増）となりました。 

  

   (2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前四半期連結会計期間末

に比べ５億95百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には84億55百万円となりました。 

  

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    営業活動の結果、増加した資金は10億９百万円（前年同期は66億67百万円の減少）となりました。これは主

に、売上債権の減少３億24百万円、たな卸資産の減少７億76百万円等によるものです。 

  

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     投資活動の結果、減少した資金は60百万円（前年同期は７億45百万円の増加）となりました。これは主に定期

預金の払戻と預入に伴う純支出50百万円等によるものです。 

  

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果、減少した資金は15億44百万円（前年同期は９億13百万円の増加）となりました。これは主に

マンションプロジェクト資金として６億20百万円を借入れ、マンションが竣工したことに伴い借入金19億70百万

円を返済したこと等によるものです。 

  

  (3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

    当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

  (4）研究開発活動 

    記載すべき事項はありません。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

－4－



(1）主要な設備の状況  

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 特記すべき事項はありません。 

  

第３【設備の状況】

－5－



①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

   

 当第３四半期会計期間において、ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社から平成21年10月19日付の大量

保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成21年10月15日現在で124,000株を保有している旨の報告を

受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができませ

ん。  

 なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。 

大量保有者                 ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社 

住所                    東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 

保有株券等の数               株式 124,000株 

株券等保有割合               0.80％ 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  61,862,400

計  61,862,400

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 

（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成22年２月12日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  15,465,600  15,465,600

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元株式数は100株でありま

す。  

計  15,465,600  15,465,600 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年10月１日～ 

平成21年12月31日 
 －  15,465,600  －  1,983,000  －  2,870,350

（５）【大株主の状況】

－6－



 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式42株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    33,100 － 単元株式数は100株であります。 

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,346,300  153,463 単元株式数は100株であります。 

単元未満株式 普通株式    86,200 － － 

発行済株式総数  15,465,600 － － 

総株主の議決権 －  153,463 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本エスリード 

株式会社 

大阪市福島区福島

六丁目25番19号 
 33,100       －  33,100  0.21

計 －  33,100       －  33,100  0.21

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  428  550  924  1,031  1,349  1,350  1,108  900  847

最低（円）  338  343  441  763  883  929  820  587  650

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限

責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】

－8－



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,547,394 19,608,739

売掛金 60,345 417,562

有価証券 － 200,000

販売用不動産 ※2  16,427,404 ※2  8,528,888

仕掛販売用不動産 ※2  17,007,393 ※2  24,675,291

繰延税金資産 1,491,271 1,087,762

その他 386,127 504,969

流動資産合計 44,919,938 55,023,214

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※2  1,688,109 954,096

土地 ※2  2,885,024 1,701,152

リース資産（純額） 90,745 82,199

建設仮勘定 － ※2  1,360,379

その他（純額） ※2  44,009 40,770

有形固定資産合計 ※1  4,707,888 ※1  4,138,597

無形固定資産 38,318 33,619

投資その他の資産   

投資有価証券 94,047 80,459

長期貸付金 6,125 8,750

長期預金 200,000 －

破産更生債権等 467,721 493,372

繰延税金資産 144,175 141,485

その他 390,295 232,861

貸倒引当金 △448,800 △432,000

投資その他の資産合計 853,564 524,929

固定資産合計 5,599,772 4,697,146

資産合計 50,519,710 59,720,361
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 500,789 9,062,728

短期借入金 7,105,000 3,230,000

1年内返済予定の長期借入金 8,165,505 13,179,196

リース債務 10,728 9,291

未払法人税等 55,837 250,719

前受金 245,905 389,844

賞与引当金 57,893 142,010

不動産分譲事業損失引当金 － 2,390,000

その他 365,689 613,177

流動負債合計 16,507,349 29,266,967

固定負債   

長期借入金 8,761,169 4,378,704

リース債務 81,557 73,958

退職給付引当金 92,818 85,821

役員退職慰労引当金 234,887 231,487

その他 351,698 218,020

固定負債合計 9,522,131 4,987,992

負債合計 26,029,481 34,254,960

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,983,000 1,983,000

資本剰余金 2,871,600 2,871,707

利益剰余金 19,694,391 20,677,913

自己株式 △61,533 △61,389

株主資本合計 24,487,458 25,471,231

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,771 △5,831

評価・換算差額等合計 2,771 △5,831

純資産合計 24,490,229 25,465,400

負債純資産合計 50,519,710 59,720,361
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 ※1  17,499,980 ※1  12,542,534

売上原価 15,315,140 10,119,764

売上総利益 2,184,839 2,422,770

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 561,500 467,215

給料及び賞与 1,490,110 1,155,065

賞与引当金繰入額 76,018 57,620

退職給付費用 58,109 44,160

役員退職慰労引当金繰入額 3,200 3,400

租税公課 214,399 255,264

減価償却費 20,493 47,286

その他 1,002,784 907,158

販売費及び一般管理費合計 3,426,615 2,937,171

営業損失（△） △1,241,775 △514,401

営業外収益   

受取利息 16,923 8,135

解約違約金収入 5,179 1,511

保証金敷引収入 6,736 19,397

賞与引当金戻入益 40,080 9,877

その他 14,689 31,303

営業外収益合計 83,609 70,224

営業外費用   

支払利息 318,501 395,236

その他 49,776 18,069

営業外費用合計 368,277 413,305

経常損失（△） △1,526,444 △857,482

特別利益   

固定資産売却益 － 130,872

特別利益合計 － 130,872

特別損失   

固定資産売却損 90,778 56,743

貸倒引当金繰入額 － 16,800

本社移転費用 － 29,892

特別損失合計 90,778 103,436

税金等調整前四半期純損失（△） △1,617,222 △830,046

法人税、住民税及び事業税 110,767 99,934

法人税等調整額 △568,486 △409,435

法人税等合計 △457,719 △309,501

四半期純損失（△） △1,159,503 △520,545

－11－



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 ※1  2,834,899 ※1  3,060,398

売上原価 3,107,778 2,194,876

売上総利益又は売上総損失（△） △272,879 865,522

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 152,527 153,848

給料及び賞与 362,775 333,835

賞与引当金繰入額 76,291 57,893

退職給付費用 16,434 11,742

役員退職慰労引当金繰入額 1,275 1,275

租税公課 81,435 58,782

減価償却費 7,044 22,411

その他 333,968 268,427

販売費及び一般管理費合計 1,031,751 908,216

営業損失（△） △1,304,630 △42,693

営業外収益   

受取利息 2,521 1,044

解約違約金収入 935 632

保証金敷引収入 2,746 11,442

その他 3,941 9,326

営業外収益合計 10,144 22,447

営業外費用   

支払利息 104,895 152,195

その他 23,467 3,677

営業外費用合計 128,362 155,872

経常損失（△） △1,422,848 △176,119

特別損失   

固定資産売却損 90,778 －

特別損失合計 90,778 －

税金等調整前四半期純損失（△） △1,513,626 △176,119

法人税、住民税及び事業税 29,524 29,068

法人税等調整額 △627,490 △95,047

法人税等合計 △597,965 △65,979

四半期純損失（△） △915,660 △110,140
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △1,617,222 △830,046

減価償却費 66,888 81,776

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,065 6,996

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,200 3,400

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1,075 －

不動産分譲事業損失引当金の増減額（△は減少） 259,000 △2,390,000

投資有価証券評価損益（△は益） 17,136 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 16,800

受取利息及び受取配当金 △18,288 △9,144

支払利息 318,501 395,236

有形固定資産除売却損益（△は益） 90,381 △73,745

移転費用 － 7,530

売上債権の増減額（△は増加） 529,549 382,867

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,889,283 △230,619

仕入債務の増減額（△は減少） △6,096,263 △8,561,939

前受金の増減額（△は減少） 300,428 △143,938

その他 △767,898 △240,613

小計 △9,802,881 △11,585,438

利息及び配当金の受取額 16,968 10,337

利息の支払額 △283,843 △459,859

法人税等の支払額 △1,437,822 △287,810

営業活動によるキャッシュ・フロー △11,507,580 △12,322,771

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △867,000 △1,117,500

定期預金の払戻による収入 867,000 817,000

有価証券の償還による収入 － 200,000

有形固定資産の取得による支出 △4,646 △763,395

有形固定資産の売却による収入 795,557 198,006

無形固定資産の取得による支出 △3,630 △10,480

投資有価証券の取得による支出 △1,803 △2,073

長期貸付金の回収による収入 2,624 2,624

その他 △382 61,560

投資活動によるキャッシュ・フロー 787,719 △614,257

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △160,000 3,875,000

リース債務の返済による支出 △1,374 △8,239

長期借入れによる収入 9,635,000 6,610,000

長期借入金の返済による支出 △6,400,000 △7,241,224

自己株式の取得による支出 △395 △251

配当金の支払額 △496,792 △460,101

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,576,436 2,775,183

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,143,423 △10,161,844

現金及び現金同等物の期首残高 15,607,887 18,616,939

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  7,464,463 ※1  8,455,094
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 四半期連結会計期間末におけるたな卸資産の一部について簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法を適用しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 会計処理基準に関する事項の変更 （完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工

事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１

四半期連結会計期間より適用しております。 

ただし、工事進行基準の適用対象となる工事がないた

め、会計基準変更による影響はありません。 

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

1,090,001 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

1,081,399

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

 担保に供されている資産で、事業の運営において重

要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められるものは、次のとおりであり

ます。 

  

販売用不動産 13,398,514千円

仕掛販売用不動産 13,147,407千円

建物及び構築物（純額） 1,154,212千円

土地 2,169,587千円

有形固定資産のその他（純額） 12,927千円

 計 29,882,650千円

販売用不動産 1,700,446千円

仕掛販売用不動産 15,322,818千円

建設仮勘定 1,360,379千円

 計 18,383,644千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 当社グループの主力事業であります不動産販売事

業においては、引渡基準を採用しており、マンショ

ンの売買契約成立時ではなく、マンションの顧客へ

の引渡をもって売上が計上されます。例年、マンシ

ョンの引渡時期が特定の四半期に偏重する傾向があ

り、各四半期の売上高及び利益水準は著しく相違す

る傾向にあります。 

※１          同左 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 当社グループの主力事業であります不動産販売事

業においては、引渡基準を採用しており、マンショ

ンの売買契約成立時ではなく、マンションの顧客へ

の引渡をもって売上が計上されます。例年、マンシ

ョンの引渡時期が特定の四半期に偏重する傾向があ

り、各四半期の売上高及び利益水準は著しく相違す

る傾向にあります。 

※１          同左 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結  

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

   貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在） 

  

  （千円）

現金及び預金勘定  8,456,263

預入期間が３か月を超える定期預金  △991,800

現金及び現金同等物  7,464,463

  （千円）

現金及び預金勘定  9,547,394

預入期間が３か月を超える定期預金  △1,092,300

現金及び現金同等物  8,455,094
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。  

  

４．配当に関する事項 

   (1）配当金支払額 

   

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

   （注）事業区分は事業内容を勘案して、下記のとおり分類しております。 

不動産販売事業 ……… 中高層住宅の販売 

その他の事業  ……… 不動産賃貸・仲介・管理、損害保険代理業、電力の管理、建設・リフォーム等 

  

（株主資本等関係）

普通株式  15,465千株 

普通株式  33千株 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月15日 

取締役会 
普通株式  270  17.5  平成21年３月31日  平成21年６月29日 利益剰余金 

平成21年10月30日 

取締役会 
普通株式  192  12.5  平成21年９月30日  平成21年12月７日 利益剰余金 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
不動産販売事業

（千円） 
その他の事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  2,464,448  370,450  2,834,899  －  2,834,899

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  5,108  5,108  △5,108  －

計  2,464,448  375,558  2,840,007  △5,108  2,834,899

    営業利益（又は損失）  △1,356,656  51,425  △1,305,230  600  △1,304,630

  
不動産販売事業

（千円） 
その他の事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  2,465,528  594,870  3,060,398  －  3,060,398

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  18,076  18,076  △18,076  －

計  2,465,528  612,946  3,078,474  △18,076  3,060,398

    営業利益（又は損失）  △149,005  102,711  △46,293  3,600  △42,693
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前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

   （注）１.事業区分は事業内容を勘案して、下記のとおり分類しております。 

不動産販売事業 ……… 中高層住宅の販売 

その他の事業  ……… 不動産賃貸・仲介・管理、損害保険代理業、電力の管理、建設・リフォーム等 

２.会計処理の方法の変更 

前第３四半期連結累計期間  

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、不動産販売事業において当

第３四半期連結累計期間の営業損失は789,000千円増加しております。 

  

  前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平

成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

     本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平

成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 記載すべき事項はありません。 

  

  記載すべき事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  
不動産販売事業

（千円） 
その他の事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  16,340,603  1,159,376  17,499,980  －  17,499,980

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  34,491  34,491  △34,491  －

計  16,340,603  1,193,868  17,534,471  △34,491  17,499,980

        営業利益（又は損失）  △1,468,554  224,978  △1,243,575  1,800  △1,241,775

  
不動産販売事業

（千円） 
その他の事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  10,958,871  1,583,662  12,542,534  －  12,542,534

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  34,257  34,257  △34,257  －

計  10,958,871  1,617,920  12,576,791  △34,257  12,542,534

        営業利益（又は損失）  △784,997  264,795  △520,201  5,800  △514,401

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

該当事項はありません。 

  

 記載すべき事項はありません。 

  

平成21年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………192百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………12円50銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月７日 

 （注） 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円1,586 95銭 １株当たり純資産額  円1,650 10銭

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭△75 13 １株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭△33 73

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

四半期純損失（△）（千円）    △1,159,503    △520,545

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）    △1,159,503    △520,545

期中平均株式数（千株）         15,433         15,432

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭△59 33 １株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭△7 14

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

四半期純損失（△）（千円）    △915,660    △110,140

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）    △915,660    △110,140

期中平均株式数（千株）         15,432         15,432

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月10日

日本エスリード株式会社 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柏木  忠  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石川 昌司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本エスリード

株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本エスリード株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は信託受益権譲渡契約を締結していた一部の売買案件に関して、売却予

定先の都合により契約を合意解約し、平成21年１月30日に解約違約金1,241,790千円を収受している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月９日

日本エスリード株式会社 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柏木  忠  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 岡本 伸吾  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本エスリード

株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日か

ら平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本エスリード株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




